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第１節  求められる開票事務の在り方 
 
選挙事務の中で、有権者が投じた意思の結果を出す作業が開票事務である。公職選挙法











































である 4 年間に行われる選挙回数は 6 回だとすると、1 回につき約 11 億円の人件費が
掛かることから、各選挙において開票事務を 1 時間短縮すると全国で約 66 億円の人件
費が削減できる。22 時以前の時間帯でさらに短縮されたと仮定すると、6 回の選挙では

















































年 4月 29 日情報取得）。 
５  総務省統計研究所ＨＰ：http://www.stat.go.jp/training/toshokan/faq24.htm（2006 年 5 月 10 日情報取得）。 
６ ここでは、「21時から開票が始まり 23時に終了していた開票作業を 1時間短縮して、22時に終了する」ことをモデルの条件にした
い６。多摩市では、115,000 人の有権者に対して、240 人の職員数が開票事務に従事している６。有権者 1人あたりに換算すると 0.002
人の職員数となる。府中市では、156,670 人の有権者に対して 439 人の職員で対応している（2004 年度の市長選挙では学生アルバイ
トを採用しているため、1992 年の数値を採用する）６ため、多摩市同様の計算式より 0.0028。小諸市では、同様に計算すると、有
権者一人あたり 0.0042 人となる６。3市を平均すると、有権者一人あたりに配置する職員数は 0.003 人（a）となる。 
 つぎに、開票事務に必要な人数を計算する。有権者数は 1億 327 万 3,872 人（b）であるから６、開票作業事務に必要な職員数は（b）
×（a）≒309,822 人（c）となる。地方公務員の残業手当は、1時間当たりの超勤手当と休日給手当は所定内の勤務時間あたり、週休
日の場合、通常勤務単価は 25％増（d）、17 時~22 時までは給与の 35％増し（e）、22 時~5 時は 60％（f）増しになる。 
総務省の資料６より、市町村（特別区含む）職員の平均給与月額（諸手当月額を除く）を算出すると、指定都市 362,370 円（43.2 歳）、
市 353,298 円（43.3 歳）、町村 331,506 円（42.6 歳）、特別区 365,542 円（43.9 歳）となり、これらの額から 353,179 円（ｇ）とな
る。現在、1週間の法定労働時間は 40時間。月平均 4週間とすると、月間 160 時間（h）。すなわち、ここでの地方公務員の 1時間あ
たりの給与平均は（g）÷（h）≒2,207 円（i）。ここで、（f）より、（i）×1.6 から、22 時以降の休日・超過勤務手当単価は約 3,531
円（j）。ゆえに、全国で開票事務時間が 1時間短縮されると（j）×（ｃ）＝ 1,093,981,482 円の人件費節約となる。 
７ 22 時までの単価は定額×135%であるため、上記の数値より、仮に 10 分短縮されると 1 回の選挙で約 1 億 5 千 4 百万円が削減
できる。 
８  2006 年 5 月 25 日、足立区選挙管理委員会での聞き取り調査より。 
９ 斉藤孝『アイデアを 10倍生む考える力』（大和書房、2006 年）、212 頁。 

































































































































































































表 2-1 全国都道府県における開票所要時間の改善効果ランキング 
 都道府県 研修実施 2004 年 2007 年 改善  都道府県 研修実施 2004 年 2007 年 改善 
1 宮崎 ○ 4:29 3:27 -62 26 山口   4:31 4:26 -5 
2 岩手 ○ 3:54 3:01 -53 27 東京   5:11 5:08 -3 
3 群馬 ○ 3:18 2:32 -46 28 高知 ○ 4:05 4:03 -2 
4 新潟 ○ 4:21 3:44 -37 29 奈良   3:11 3:11 0 
5 福井 ○ 5:06 4:30 -36 30 栃木   4:00 4:03 3 
6 佐賀 ○ 4:55 4:21 -34 30 石川 ○ 4:18 4:21 3 
7 福島 ○ 3:40 3:07 -33 30 長崎   4:35 4:38 3 
8 宮城 ○ 4:41 4:09 -32 33 秋田   3:18 3:22 4 
9 山梨   4:05 3:34 -31 34 滋賀   4:08 4:13 5 
10 愛知   5:12 4:44 -28 34 沖縄   3:54 3:59 5 
10 三重   4:49 4:21 -28 36 富山   4:11 4:17 6 
12 山形 ○ 3:52 3:25 -27 36 和歌山 ○ 3:54 4:00 6 
12 大分   4:53 4:26 -27 36 愛媛 ○ 4:04 4:10 6 
14 鹿児島   4:52 4:31 -21 39 青森   3:19 3:26 7 
15 広島 ○ 4:54 4:35 -19 40 埼玉   3:57 4:05 8 
16 長野 ○ 3:03 2:47 -16 40 徳島   4:16 4:24 8 
17 北海道 ○ 3:21 3:06 -15 42 岡山   4:02 4:14 12 
17 福岡   4:17 4:02 -15 43 千葉   3:58 4:11 13 
19 岐阜 ○ 4:43 4:29 -14 44 京都 ○ 3:35 3:49 14 
20 島根   4:13 4:01 -12 45 神奈川   4:04 4:27 23 
21 熊本 ○ 3:46 3:35 -11 45 大阪   3:51 4:14 23 
22 茨城 ○ 4:05 3:56 -9 47 兵庫   4:20 4:52 32 
23 鳥取 ○ 4:00 3:52 -8  全国平均  4:04 3:56 -8 
24 静岡 ○ 4:22 4:15 -7       
24 香川 ○ 4:13 4:06 -7       
表 2-1より、マニフェスト型開票事務の研修会を開催した道府県でより成果があがって
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町村中 1328 位。一人の職員が 1 分間に捌いた票数すなわち効率性のランキングでは 235
位と落ち込んだ。相馬市は 2006 年の県知事選挙を 25 分で結果を出して以来、2007 年 4
月の県議選では 22 分で終了するなど開票事務日本一とまで言われるようになっていた１２。
2007年参院選前にもシミュレーションを行い、しかも、前回より職員数を 54人減らして






















































                                                  
１自治・分権ジャーナリストの会=編著『「三位一体」改革とマニフェストが日本を変える』（公人の友社、2003 年）、12 頁。 
２ 同上。 
３早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.maniken.jp/faq/index.html（2008 年 4 月 29 日に情報取得）。 
４ 日本青年会議所 HP：http://www.jaycee.or.jp/（2008 年 4月 29 日に情報取得）。 
５早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.news.janjan.jp/election/0608/0608140532/1.php（2008 年 4 月 29 日に情報取得）。 
６ 地方自治法第 147 条。総務省 HP：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S22/S22HO067.html(2008 年 4月 29 日情報取得)。 
７ 斉藤孝『アイデアを 10倍生む考える力』(2006 年、大和書房)、86 頁。 
８早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.news.janjan.jp/election/0611/0611240257/1.php（2008 年 4 月 29 日に情報取得）。 
９早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.senkyo.janjan.jp/special/innovation.html（2008 年 4 月 21 日に情報取得）。 
１０早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.waseda.jp/prj-manifesto/sanngiinncyousagaiyou.pdf（2008 年 4 月 21 日に情報取得）。 
１１早稲田大学マニフェスト研究所ＨＰ：http://www.news.janjan.jp/election/0703/0702270753/1.php（2008 年 4 月 21 日に情報取得）。 
１２福島民友ＨＰ：http://www.minyu-net.com/osusume/07saninsen/news/0711/news2.html（2008 年 4 月 20 日に情報取得）。 
１３ 筆者が 2007 年 8月 6日にヒアリングしたときの回答。 
１４ 同上。 
１５ 2006 年 11 月 14 日福島民友 2面、同年同日福島民報 3面、同年同日朝日新聞福島版 36面。 
１６ 2007 年 4月 5日東京新聞。2007 年 6月 10 日四国新聞 5面。2008 年 4月 15 日徳島新聞。 











 三次市は、2005 年からの 5 年間で「市民発.e-都市みよし」の実現を目的に 7 分野に電
子化を進めていく「三次市情報化推進計画（三次市情報化グランドデザイン）」を掲げ、そ






















（2007年 7月 31日現在）。内訳は表 3-1のとおり４。 



















従来は決裁が終了するまでに 2～3 日要していたものでも現在は 1 日で終了（早けれ
ば 1時間以内で終了）するようになった。特に、所属部署を超えた決裁、市長決裁につ
いて簡易なものは早くなった。これを時間コストの視点１１で考えると、1つの決裁に要






後は約 1分で作成することが出来るようになった。わずか 2分の短縮だが、担当者が 1
年間に作成する届出書は 200枚程度になるため、1年間に出勤する日数１４で見ると 1日













表 3-2 三次市役所本庁内のコピー用紙使用量 
（1月～5月まで） 2006年 2007年 対前年 
枚数 624,923枚 496,923枚 △20.5% 























































































































































































































































































































                                                  
１ 『市民発.e-都市みよし』三次市作成、2005 年 12 月。 
２ 同上。 
３三次市総務室職員へのヒアリングより（2008 年 7 月 4 日）。 
４ 『2006 年度三次市一般会計予算書』。（2006 年 3 月、三次市）。 
５ 業務委託契約書を参照。これに予算書より「文書保存用箱購入費」を含んだ額。 
６ 546 人×2時間×3回×3,728 円。3728 円は職員の平均時給額（『一般会計予算書 給与明細書 ２ 一般職（１)総
括』を参照。職員手当ての内「時間外勤務手当て」および「退職手当」は除いている。1年間勤務日数は 240 日（休
日は 125 日）とし、1日労働時間は 8時間で計算した）人数は 3回の出席者数の平均値。 
７ 光熱費等のその他諸経費については省略している。 
８ 三次市総務室職員へのヒアリングおよび三次市事務文書システムを確認（2007 年 7 月 4 日）。 
９ 『事務決済についての課題＆提案に対する対応』（2007 年 7 月 2日、総務室）より。 
１０ 筆者がおこなった 2007 年 7 月 6日の「あんしん建設室」担当者へのヒアリングより。 
１１ 546 人×2時間×3回×3,728 円。3728 円は職員の平均時給額（『一般会計予算書 給与明細書 ２ 一般職（１)
総括』を参照。職員手当ての内「時間外勤務手当て」および「退職手当」は除いている。1年間勤務日数は 240
日（休日は 125 日）とし、1日労働時間は 8時間で計算した）人数は 3回の出席者数の平均値。 
１２ 同上。 
１３ 筆者がおこなった 2007 年 7 月 6日の「みらい都市室」担当者へのヒアリングより。 
１４ 三次市職務規程より 1年間勤務日数は 240 日（休日は 125 日）とした。 
１５ 同上。 
１６筆者がおこなった 2007 年 7 月 6日の「会計室」担当者へのヒアリングより。 
１７ 会計室データより、購入単価を A4：1200 円（500 枚×5冊）、A3：1470 円（500 枚×3冊）、B5：950 円（500 枚×5
冊）、B4：1825 円（500 枚×5冊）。これにより、平均額は 1361 円となるが、使用は大半が A4 サイズの用紙である
ため、A4 の単価を採用した。 




２１ 三次市ホームページで公表している本庁舎内勤務職員数（2007 年 7月 6日現在）。 
２２ 『事務決済についての課題＆提案に対する対応』（2007 年 7 月 2日、総務室）より。 
２３ 『三次市事務決裁規程』（平成16 年4 月1 日）、『三次市文書取扱規程』（平成19 年3 月30 日）、『三次市文書管理運用マニュアル』
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( 平成19 年3 月19 日）、文書・資料等の処理フロー図（収受編）、（起案編）、（公印申請編）、修正決裁( 承認）・差戻しの仕方、
決裁ルートの設定の仕方。文書管理システム操作研修テキスト【管理職以上用】。 
２４ 若松義人『トヨタ流最強の社員はこう育つ』2003 年(成美堂出版)56 頁。 
２５ 三次市情報ポータル内『三次市事務決済規程』より。 
２６ 同上。 
２７ 『三次市文書管理システム改善アンケート』７月１３日に庁内メールにより企画調整 Gより部長・室長・支所長・GM・MT へ送付。
実際に文書管理システムの利用者は、本庁４６５人（市長・副市長２・教育長含む）支所１０２人の合計５６７人。今回のアン
ケート回答権を得た職員は４役を除く部長以下の職員５６３人、 回答数７月２５日現在３３５人（有効回答数３３４人）。 
２８ 筆者がおこなった長田 GMへのヒアリングより。2007 年 7月 25 日。 
２９ 『早稲田パブリックマネジメント第 1号』2004 年（日経 BP ムック）、10 頁。 
３０ 同書、10 頁。 
３１ 同書、10 頁。 































                                                                                                                                                  
・若松義人(2003)、『トヨタ流最強の社員はこう育つ』、成美堂出版。 
・自治分権ジャーナリストの会編著(2003)、『三位一体改革とマニフェストが日本を変える』、公人の友社。 































http://www.shugiin.go.jp/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DA0D72.htm 2006 年 12 月 29 日
情報取得。 
・シンクタンクせとうち総合研究機構のホームページ http://www.dango.ne.jp/sri/maslow.htm 
・総務省ホームページ http://www.soumu.go.jp/menu_04/k_houan.html 2006 年 12 月 29 日情報取得。 
・総務省「合併相談コーナー」http://www.soumu.go.jp/gapei/ 
・総務省統計研究所 http://www.stat.go.jp/training/toshokan/faq24.htm 
・日本インターネット新聞社 http://www.janjan.jp/election/0610/0610160857/1.php 
 
